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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期

会計期間

自　平成18年
　　４月１日
至　平成18年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成19年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成18年
　　４月１日
至　平成19年
　　３月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

(1) 連結経営指標等       

売上高
(百万
円)

20,548 22,180 25,542 42,430 48,097

経常利益
(百万
円)

462 620 550 1,125 1,684

中間(当期)純利益
(百万
円)

284 388 325 781 1,074

純資産額
(百万
円)

26,084 26,902 26,656 26,522 26,675

総資産額
(百万
円)

37,677 39,950 40,483 38,233 40,298

１株当り純資産額 (円) 805.56 831.07 830.19 819.48 826.33

１株当り中間
(当期)純利益

(円) 8.79 12.02 10.13 24.13 33.22

自己資本比率 (％) 69.2 67.3 65.8 69.4 66.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

1,338 953 1,276 3,075 2,003

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

△1,753 △900 △1,039 △2,743 △1,830

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万
円)

221 296 △155 107 156

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(百万
円)

1,742 2,740 2,700 2,381 2,670

従業員数 (人) 1,427 1,451 1,527 1,434 1,477

(注) １．連結売上高には、消費税等は含まれていない。

２．潜在株式調整後１株当り中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期

会計期間

自　平成18年
　　４月１日
至　平成18年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成19年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成18年
　　４月１日
至　平成19年
　　３月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

(2) 提出会社の経営指標等      

売上高
(百万
円)

16,912 17,923 19,249 35,266 37,586

経常利益
(百万
円)

244 434 331 709 1,091

中間(当期)純利益
(百万
円)

149 261 201 536 653

資本金
(百万
円)

4,434 4,434 4,434 4,434 4,434

発行済株式総数 (千株) 32,473 32,473 32,092 32,473 32,473

純資産額
(百万
円)

22,822 22,954 23,155 22,910 23,074

総資産額
(百万
円)

31,600 31,895 33,389 32,173 32,771

１株当り純資産額 (円) 704.81 709.47 721.50 707.86 715.18

１株当り中間
(当期)純利益

(円) 4.62 8.07 6.27 16.58 20.21

１株当り配当額 (円) 6.50 6.50 ― 13.00 6.50

自己資本比率 (％) 72.2 72.0 69.3 71.2 70.4

従業員数 (人) 854 896 903 844 892

(注) １．売上高には、消費税等は含まれていない。

２．潜在株式調整後１株当り中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)が営んでいる

事業の内容に重要な変更はない。

また、主要な関係会社についても異動はない。

 

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現
在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

粉末冶金関係 1,373

化成品関係 106

その他 2

全社(共通) 46

合計 1,527

(注)　従業員数は、就業人員である。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 903

(注)　従業員数は、就業人員である。

 

(3) 労働組合の状況

労働組合との間に特記すべき事項はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間における日本経済は、原油を始めとする原材料価格の高騰や輸出の鈍化に伴

う設備投資の冷え込み並びに低迷する個人消費に加え、米国住宅ローン問題に端を発する世界的な

金融不安の影響が大きく作用したことにより、景気は後退局面に入ることとなった。

この間当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)としては、成長性、収益性、健全性の

バランスが取れた経営の深化による顧客の信頼確立と業績の向上を目指し、高付加価値新製品の早

期戦力化と新製品比率の向上等により、事業の成長と収益の拡大を達成するとともに、全社をあげ

ての製造技術力強化により、一層の生産性向上を達成するのに加え、グローバルレベルでの最適生

産体制の整備とグループ全体での技術共有化をはかるなど、日立粉末冶金グループとしての企業価

値最大化を達成するための経営努力を推進した。

この結果、売上高は前年同期比15％増に当る255億４千２百万円、営業利益は前年同期比９％減に

当る５億４千９百万円、経常利益は前年同期比11％減に当る５億５千万円、中間純利益は前年同期

比16％減に当る３億２千５百万円となった。

事業別のセグメント別業績を見ると、

粉末冶金関係

当社における粉末冶金関係の状況については、機械部品においては、建設機械用部品を中心とす

る産業機械関係が順調に推移したのに加え、輸送機械関係の四輪車用部品において、駆動部品や

カーエアコン用高機能部品を中心とする電装部品が順調な動きを見せたが、主力のエンジン部品が

やや停滞基調となった。軸受においては、事務機械用、建設機械用を中心とする産業機械関係が低迷

したものの、四輪車向けの電装品用軸受を中心とする輸送機械関係の好調により、全般的には堅調

に推移した。また、Hitachi Powdered Metals(Singapore)Pte.Ltd.では、電気機械関係におけるモー

タ用軸受等の売上が増加した。日立粉末冶金(東莞)有限公司では、輸送機械関係並びに建設機械用

部品等の産業機械関係が堅実な伸びを示した。Sintering Technologies,Inc.では、主力製品である

自動車部品が停滞した。この結果、当事業の売上高は前年同期比17％増に当る232億５千２百万円、

営業利益は前年同期比11％減に当る３億１千２百万円となった。

化成品関係

当社における化成品関係の状況については、化成品においては、ブラウン管用黒鉛塗料の一層の

低迷はあったものの、リチウムイオン二次電池用負極材料を中心とする電子部品用導電材料が引き

続き売上を増やしたことなどにより、部門全体としては前年同期ほぼ横這いとなった。リボンにお

いては、各種プリンタ用カートリッジリボン等が伸び悩みを見せたことにより、全般的にも停滞基

調のうちに推移した。組立品においては、駆動ユニットを中心とする各種ユニット製品の売上増加

のペースが鈍化したのに加え、油圧ポンプが低迷した。この結果、当事業の売上高は前年同期ほぼ横

這いに当る20億７千８百万円、営業利益は前年同期比６％減に当る２億３千１百万円となった。
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所在地別業績を見ると、国内においては、当社の業績が反映された結果、売上高は前年同期比５％

増に当る185億９千８百万円、営業利益は前年同期比25％減に当る３億７千万円となった。

アジアにおいては、Siam HPM Co.,Ltd.の連結子会社化並びに日立粉末冶金(東莞)有限公司の業

容拡大により、売上高は前年同期比138％増に当る44億９千３百万円、営業利益は前年同期比51％増

に当る１億８千４百万円となった。

北米においては、Sintering Technologies,Inc.における販売不振の影響により、売上高は前年同

期比７％減に当る24億４千９百万円となり、１千７百万円の営業損失を計上した。

 

(2) キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前中間連結会計年度末に比べ４千

万円減少し、前連結会計年度比１％増に当る27億円となった。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間中の営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間から３億２

千３百万円増加し、12億７千６百万円の収入となった。主な内訳は、売上債権の減少９億８千２百万

円、棚卸資産の増加７億７千７百万円、仕入債務の増加５億２千６百万円である。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間中の投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間から１億３

千９百万円減少し、10億３千９百万円の支出となった。主な内訳は、連結の範囲の変更を伴う子会社

株式の取得による収入の減少３億６千万円、有形固定資産の取得による支出の増加５千７百万円で

ある。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間中の財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間から４億５

千１百万円減少し、１億５千５百万円の支出となった。主な内訳は、短期借入金の借入による収入の

減少５億４千８百万円、配当金の支払額の減少２億１千万円である。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)の生産、受注の状況においては、当社、Hitachi Powdered

Metals (Singapore) Pte.Ltd.、Sintering Technologies,Inc.及び日立粉末冶金(東莞)有限公司の４

社が、粉末冶金関係、化成品関係の両セグメントにおいて、その金額の大半を占めるため、その内容を

記載している。

(1) 生産実績

当中間連結会計期間の生産実績を当社及び連結子会社３社の事業の種類別セグメントごとに示

すと、次のとおりである。
 

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前年同期比(％)

粉末冶金関係(百万円) 21,125 106.9

化成品関係(百万円) 2,117 101.6

合計(百万円) 23,243 106.4

(注) １．金額は販売価格によっている。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 

(2) 受注状況

当中間連結会計期間の受注状況を当社及び連結子会社３社の事業の種類別セグメントごとに示

すと、次のとおりである。
 

事業の種類別セグメントの名称 受注高 前年同期比(％) 受注残高 前年同期比(％)

粉末冶金関係(百万円) 22,094 105.3 5,786 115.6

化成品関係(百万円) 2,038 94.0 437 91.1

合計 24,132 104.2 6,223 113.5

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

 

(3) 販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。
 

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前年同期比(％)

粉末冶金関係(百万円) 23,252 117.2

化成品関係(百万円) 2,078 100.7

その他(百万円) 210 74.4

合計(百万円) 25,542 115.2

(注) １．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は次のとおりである。
 

相手先

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

新興電気株式会社 2,263 10.2 2,699 10.6

本田技研工業株式会社 1,625 7.3 1,676 6.6

日産自動車株式会社 1,348 6.1 1,351 5.3

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)が対処すべき

課題について、重要な変更はない。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めているが、

その内容は以下のとおりである。

当社は、株主の視点に立った公正かつ透明な企業活動に徹することが、当社の企業価値向上に極め

て重要であると考えている。

また、当社は日立グループに属しており、その一員である日立化成工業㈱の子会社として位置付け

られるが、同グループに属することにより、業界動向、将来ニーズの迅速な把握や、研究、管理面におけ

る情報の交換、人材の交流等が可能となっており、これらのことは当社の企業価値向上に資するもの

と考えている。

当社は、株主にとっての企業価値最大化に常に配慮しており、日立グループ各社との取引等におい

ては、当社の経営の独立性確保に配慮しつつ、事業活動の推進、ガバナンス体制の確立等に取り組んで

いる。

 

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。

 

５ 【研究開発活動】

当社の研究開発は、自動車を始めとする各市場での技術革新への対応と新規市場の開拓を目的とし

て、機能及び価格の両面で対応できる新製品の開発に積極的に取り組んでいる。研究開発体制は、マー

ケット対応一貫型組織の構築、利益指向徹底のためのプロフィット管理体制の構築等を目指したス

モール・ビジネス・ユニット組織によって行われ、粉末冶金関係はテクニカルセンタが、化成品関係

は機能製品事業部開発グループが中心となり推進している。

当中間連結会計期間における研究開発費は総額６億３千７百万円であり、事業の種類別セグメント

別の研究開発の状況は次のとおりである。

粉末冶金関

係

：高強度焼結材料、耐摩耗材料、高精度・低摩擦部品ユニット、エネルギー関連部材及

び各種新工法などに関する研究開発を行っている。

当中間連結会計期間中に市場投入した新製品としては、耐摩耗性を維持して安価VA

を達成したバルブシート(EH-17RDK材)、高強度シンターハード材と新しい軸受アセ

ンブリ技術を開発適用することにより、工程簡略化によるコスト低減を実現したプ

ラネタリギヤ・アッシ、従来のクロムメッキ仕様を、耐摩耗性に優れた新材料を適

用することにより目標性能とコスト低減を達成したガバナ・ウエイト、顧客の新し

い磁気回路設計形状に対してネットシェイプ化を実現し、更に高磁束密度材料を適

用した汎用サーボモータ・ケース等があり、その研究開発費は４億４千７百万円で

ある。
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化成品関係 ：電池用負極材、キャパシタ用活物質材料、新ディスプレイ用材料などに関する研究

開発を行っている。

当中間連結会計期間中に市場投入した新製品としては、塗工性に優れ、高容量で低

抵抗の電極の形成ができるリチウムイオンキャパシタ用電極ペースト等があり、そ

の研究開発費は１億５千６百万円である。

なお、上記のセグメントに分類されない新事業開発の研究開発費は３千３百万円である。

また、子会社に対してはこれらの研究成果を積極的に開示し、それぞれの市場にマッチした製品の

早期開発に努めている。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設は、次のとおりである。

１．重要な設備の新設

 

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

提出会社
松戸事業所他
(松戸市他)

粉末冶金関係
粉末冶金
製品用
製造設備

1,312 167
自己資
金

Ｈ20／５Ｈ21／５

㈱ エ ム イ ー
シー

松戸事業所他
(松戸市他)

粉末冶金関係
粉末冶金
製品用
加工設備

21 ―
自己資
金

Ｈ20／７Ｈ20／11

Sintering 
Technologies,
Inc.

Greensburg
工場
(米国インディ
アナ州)

粉末冶金関係
粉末冶金
製品用
製造設備

52 ―

自己資
金
及び
借入金

Ｈ20／10Ｈ21／４

日立粉末冶金
(東莞)
有限公司

東莞工場
(中国広東省
東莞市)

粉末冶金関係
粉末冶金
製品用
製造設備

12 ―

自己資
金
及び
借入金

Ｈ20／５Ｈ20／12

   合計 1,399 167    

(注) １　金額には、消費税等は含まれていない。

２　上記設備計画完成後の生産能力は、製品ごとに多岐にわたるため、記載していない。

３　経常的な設備の更新のための売除却を除き、重要な設備の売除却の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年12月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,092,77732,092,777―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式

計 32,092,77732,092,777― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はない。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はない。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年４月１日～
平成20年９月30日

△380,91932,092,777 ― 4,434 ― 3,794

(注)　自己株式の消却による減少である。

 

(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現
在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日立化成工業株式会社 東京都新宿区西新宿二丁目１番１号 32,092 100.00

計 ― 32,092 100.00
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現
在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

32,092,777
32,092,777

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 32,092,777― ―

総株主の議決権 ― 32,092,777 ―

(注)　当社は平成20年７月１日付の定款変更により、単元株制度を適用しないこととしている。

 

② 【自己株式等】

該当事項はない。
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２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

当社株式は平成20年３月26日をもって東京証券取引所の上場廃止となったため、該当事項はな

い。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

る。

 

役員の氏名 新役職名 旧役職名 異動年月日

藤　波　　　弘 代表取締役・取締役社長
取締役兼

代表執行役・執行役社長
平成20年７月１日

牧　野　　　健 専務取締役
取締役兼
執行役専務

同上

内　野　　　実
専務取締役

粉末冶金事業本部長兼
テクニカルセンタ長

執行役専務
粉末冶金事業本部長兼
テクニカルセンタ長

同上

鈴　木　直　弘
常務取締役

モノづくりセンタ長
執行役常務

モノづくりセンタ長
同上

澤　本　　　遵
常務取締役

経営支援センタ長
執行役常務

経営支援センタ長
同上

瀬　里　信　義
常務取締役

粉末冶金事業本部副本部長
執行役常務

粉末冶金事業本部副本部長
同上

酒　井　　　純

取締役 執行役 同上

取締役
粉末冶金事業本部副本部長

取締役 平成20年９月21日

細　井　博　明
取締役

機能製品事業部長
執行役

機能製品事業部長
平成20年７月１日

永　井　隆　司

取締役
営業統括センタ長

執行役
営業統括センタ長

同上

取締役
営業統括センタ長兼

粉末冶金事業本部副本部長

取締役
営業統括センタ長

平成20年９月21日

四　方　英　雄 監査役 取締役 平成20年７月１日

(注)　当社は平成20年７月１日付の定款変更により、同日付で委員会設置会社から監査役設置会社に移行した。
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第５ 【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

　なお、前中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。

　なお、前中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正後の中間財

務諸表等規則に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の

中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、新日本監査法人より中間監査を受け、当中間連結会

計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成20年４月１日から平

成20年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、新日本有限責任監査法人よ

り中間監査を受けている。

なお、新日本監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本有限責任

監査法人となった。
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１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,740 2,303 2,670

受取手形及び売掛金 ※5
 9,582

※5
 11,359

※5
 11,204

たな卸資産 3,155 3,687 3,191

その他 2,316 2,958 2,376

貸倒引当金 △47 △16 △13

流動資産合計 17,746 20,291 19,428

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 4,329

※1
 3,990

※1
 4,076

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 8,702

※1
 7,836

※1
 8,130

土地 1,923 1,921 1,921

その他（純額） ※1
 1,674

※1
 1,753

※1
 1,418

有形固定資産合計 16,629 15,501 15,545

無形固定資産 213 176 196

投資その他の資産

前払年金費用 2,452 2,363 2,460

繰延税金資産 327 285 310

その他 2,581 1,864 2,357

投資その他の資産合計 5,361 4,513 5,128

固定資産合計 22,203 20,191 20,869

資産合計 39,950 40,483 40,298

負債の部

流動負債

買掛金 5,185 6,126 5,571

短期借入金 2,133 2,099 2,095

未払費用 1,712 1,803 1,755

その他 1,229 1,151 1,468

流動負債合計 10,260 11,181 10,891

固定負債

長期借入金 46 － －

退職給付引当金 2,130 2,130 2,113

その他の引当金 197 248 227

負ののれん 209 167 188

その他 204 99 201

固定負債合計 2,787 2,645 2,731

負債合計 13,048 13,827 13,622
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,434 4,434 4,434

資本剰余金 3,794 3,794 3,794

利益剰余金 18,714 19,255 19,189

自己株式 △76 － △138

株主資本合計 26,866 27,484 27,280

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 21 △841 △619

評価・換算差額等合計 21 △841 △619

少数株主持分 14 13 15

純資産合計 26,902 26,656 26,675

負債純資産合計 39,950 40,483 40,298
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②【中間連結損益計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

売上高 22,180 25,542 48,097

売上原価 18,477 21,650 39,918

売上総利益 3,702 3,891 8,179

販売費及び一般管理費

荷造及び発送費 846 982 1,851

給料及び手当 1,184 1,120 2,318

退職給付引当金繰入額 114 109 229

その他 954 1,128 2,084

販売費及び一般管理費合計 3,099 3,341 6,484

営業利益 603 549 1,695

営業外収益

受取利息 16 9 32

受取配当金 0 0 0

固定資産賃貸料 2 5 7

為替差益 24 68 －

負ののれん償却額 － 20 －

持分法による投資利益 128 38 226

その他 70 32 167

営業外収益合計 242 175 434

営業外費用

支払利息 62 52 117

固定資産処分損 67 50 129

支払補償費 － 24 －

その他 95 46 199

営業外費用合計 224 173 446

経常利益 620 550 1,684

特別利益 － － －

特別損失

減損損失 － － ※1
 55

特別損失合計 － － 55

税金等調整前中間純利益 620 550 1,628

法人税、住民税及び事業税 199 195 527

法人税等調整額 32 28 25

法人税等合計 231 224 553

少数株主利益 － 1 1

中間純利益 388 325 1,074
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動

計算書
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,434 4,434 4,434

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 4,434 4,434 4,434

資本剰余金

前期末残高 3,794 3,794 3,794

当中間期変動額

自己株式の処分 － △0 0

当中間期変動額合計 － △0 0

当中間期末残高 3,794 3,794 3,794

利益剰余金

前期末残高 18,535 19,189 18,535

当中間期変動額

剰余金の配当 △210 － △420

中間純利益 388 325 1,074

自己株式の消却 － △258 －

当中間期変動額合計 178 66 653

当中間期末残高 18,714 19,255 19,189

自己株式

前期末残高 △69 △138 △69

当中間期変動額

自己株式の取得 △7 △120 △70

自己株式の処分 － － 1

自己株式の消却 － 258 －

当中間期変動額合計 △7 138 △68

当中間期末残高 △76 － △138

株主資本合計

前期末残高 26,694 27,280 26,694

当中間期変動額

剰余金の配当 △210 － △420

中間純利益 388 325 1,074

自己株式の取得 △7 △120 △70

自己株式の処分 － △0 1

自己株式の消却 － － －

当中間期変動額合計 171 204 585

当中間期末残高 26,866 27,484 27,280
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(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動

計算書
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

評価・換算差額等

為替換算調整勘定

前期末残高 △172 △619 △172

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 193 △221 △447

当中間期変動額合計 193 △221 △447

当中間期末残高 21 △841 △619

少数株主持分

前期末残高 － 15 －

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 14 △2 15

当中間期変動額合計 14 △2 15

当中間期末残高 14 13 15

純資産合計

前期末残高 26,522 26,675 26,522

当中間期変動額

剰余金の配当 △210 － △420

中間純利益 388 325 1,074

自己株式の取得 △7 △120 △70

自己株式の処分 － △0 1

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 207 △224 △432

当中間期変動額合計 379 △19 152

当中間期末残高 26,902 26,656 26,675
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロー

計算書
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 620 550 1,628

減価償却費 1,424 1,349 2,930

減損損失 － － 55

負ののれん償却額 － △20 △20

退職給付引当金の増減額（△は減少） △18 37 △5

前払年金費用の増減額（△は増加） △7 96 △15

受取利息及び受取配当金 △17 △10 △33

支払利息 62 52 117

持分法による投資損益（△は益） △128 △38 △226

売上債権の増減額（△は増加） △1,262 △280 △3,019

たな卸資産の増減額（△は増加） 301 △476 121

仕入債務の増減額（△は減少） 154 680 601

その他 27 △495 64

小計 1,158 1,446 2,198

利息及び配当金の受取額 139 176 343

利息の支払額 △62 △52 △117

法人税等の支払額 △282 △293 △420

営業活動によるキャッシュ・フロー 953 1,276 2,003

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,174 △1,231 △2,117

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 ※2
 360 － ※2

 360

貸付けによる支出 △91 △2 △99

貸付金の回収による収入 － 55 12

その他 5 138 12

投資活動によるキャッシュ・フロー △900 △1,039 △1,830

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 514 △34 691

長期借入金の返済による支出 － － △45

自己株式の取得による支出 － △120 －

配当金の支払額 △210 － △420

その他 △7 － △68

財務活動によるキャッシュ・フロー 296 △155 156

現金及び現金同等物に係る換算差額 8 △51 △40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 358 30 288

現金及び現金同等物の期首残高 2,381 2,670 2,381

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 2,740

※1
 2,700

※1
 2,670
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
 

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１．連結の範囲に関

する事項

　子会社は全て連結されて

いる。当該連結子会社は、

関東商事株式会社、株式会

社エムイーシー、Hitachi

Powdered Metals

(Singapore) Pte.Ltd.、

Sintering Technologies,

Inc.、日立粉末冶金(東莞)

有限公司及びSiam HPM

Co.,Ltd.の６社である。こ

　子会社は全て連結されて

いる。当該連結子会社は、

関東商事株式会社、株式会

社エムイーシー、Hitachi

Powdered Metals

(Singapore) Pte.Ltd.、

Sintering Technologies,

Inc.、日立粉末冶金(東莞)

有限公司及びSiam HPM

Co.,Ltd.の６社である。

　子会社は全て連結されて

いる。当該連結子会社は、

関東商事株式会社、株式会

社エムイーシー、Hitachi

Powdered Metals

(Singapore) Pte.Ltd.、

Sintering Technologies,

Inc.、日立粉末冶金(東莞)

有限公司及びSiam HPM

Co.,Ltd.の６社である。こ

 のうちSiam HPM Co.,Ltd.

については、従来当社の持

分法適用関連会社であっ

たが、連結子会社である

Hitachi Powdered Metals

(Singapore) Pte.Ltd.に

よる同社の増資引き受け

に伴い、議決権所有割合が

50％を超えたため、当中間

連結会計期間より連結子

会社となった。

　なお、Bleistahl-STI 

North America,Inc.の議

決権の過半数を所有して

いるが、合弁契約により

「意思決定機関」を実質

的に支配していないため、

子会社ではなく、持分法適

用の関連会社としている。

　なお、Bleistahl-STI 

North America,Inc.の議

決権の過半数を所有して

いるが、合弁契約により

「意思決定機関」を実質

的に支配していないため、

子会社ではなく、持分法適

用の関連会社としている。

のうちSiam HPM Co.,Ltd.

については、従来当社の持

分法適用関連会社であっ

たが、連結子会社である

Hitachi Powdered Metals

(Singapore) Pte.Ltd.に

よる同社の増資引き受け

に伴い、議決権所有割合が

50％を超えたため、当連結

会計年度より連結子会社

となった。

　なお、Bleistahl-STI 

North America,Inc.の議

決権の過半数を所有して

いるが、合弁契約により

「意思決定機関」を実質

的に支配していないため、

子会社ではなく、持分法適

用の関連会社としている。

２．持分法の適用に

関する事項

　関連会社Thai Sintered

Products Co.,Ltd.、三実

精 工 株 式 会 社 及 び

Bleistahl-STI North 

America, Inc.の３社に対

する投資について、持分法

を適用している。

同左 同左

３．連結子会社の中

間決算日(決算日)

等に関する事項

　中間決算日が、中間連結

決算日と異なる場合の内

容等

　連結子会社のうち、日立

粉末冶金(東莞)有限公司

及びSiam HPM Co.,Ltd.の

中間決算日は６月30日で

ある。中間連結財務諸表の

作成に当たっては同日現

在の財務諸表を使用し、中

間連結決算日との間に生

じた重要な取引について、

連結上必要な調整を行っ

ている。

同左 　決算日が連結決算日と異

なる場合の内容等

　連結子会社のうち、日立

粉末冶金(東莞)有限公司

及びSiam HPM Co.,Ltd.の

決算日は12月31日である。

連結財務諸表の作成に当

たっては同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取

引について、連結上必要な

調整を行っている。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４．会計処理基準に
関する事項

(1)重要な資産の評価基準
及び評価方法

　有価証券
　　その他有価証券

(1)重要な資産の評価基準
及び評価方法

　有価証券
　　その他有価証券

(1)重要な資産の評価基準
及び評価方法

　有価証券
　　その他有価証券

 　　①　時価のあるもの
　　　　中間決算日の市場価

格等に基づく時価
法

　　　(評価差額は全部純資
産直入法により処
理し、売却原価は移
動平均法により算
定)

　　①　時価のあるもの
　　　　　同左
　　　

　　①　時価のあるもの
　　　　決算日の市場価格等

に基づく時価法
　　　(評価差額は全部純資

産直入法により処
理し、売却原価は移
動平均法により算
定)

 　　②　時価のないもの
　　　　移動平均法に基づく

原価法

　　②　時価のないもの
同左

　　②　時価のないもの
同左

 　デリバティブ 　デリバティブ 　デリバティブ
 　　時価法によっている。 同左 同左
 　たな卸資産

　通常の販売目的で保有す
るたな卸資産

　　主として、移動平均法に
基づく原価法により評
価している。なお、収益
性が低下した棚卸資産
については、帳簿価額を
切り下げている。

　たな卸資産
同左

　たな卸資産
同左

 (2) 重要な減価償却資産
の減価償却の方法

　①　有形固定資産
 
　　　定率法(在外連結子会
社の一部については
定額法)によってい
る。但し、平成10年４
月１日以降に取得し
た建物(建物附属設備
を除く)については、
定額法によっている。

(2) 重要な減価償却資産
の減価償却の方法

　①　有形固定資産(リース
資産を除く)

同左

(2) 重要な減価償却資産
の減価償却の方法

　①　有形固定資産
 

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (会計方針の変更)

　当中間連結会計期間よ

り、法人税法の改正(「所

得税法等の一部を改正す

る法律」(平成19年３月30

日　法律第６号)及び「法

人税法施行令の一部を改

正する政令」(平成19年３

月30日　政令第83号))に伴

い、平成19年４月１日以降

に取得した減価償却資産

の減価償却の方法につい

ては、改正後の法人税法に

基づく方法に変更してい

る。

　これに伴い、前中間連結

会計期間と同一の方法に

よった場合と比べ、営業利

益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益はそれぞ

れ16百万円減少している。

　なお、セグメント情報に

与える影響については、当

該箇所に記載している。

(追加情報)

　法人税法の改正(所得税

法等の一部を改正する法

律　平成20年４月30日法律

第23号)に伴い、当社は、機

械装置の耐用年数につい

て、法人税法の改正を契機

として見直しを行い、当中

間連結会計期間より、製品

ライフサイクルの短縮等

を反映した耐用年数に変

更している。

　これにより、営業利益、経

常利益及び税金等調整前

中間純利益は、それぞれ17

百万円減少している。

　なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載している。

(会計方針の変更)

　当連結会計年度より、法

人税法の改正(「所得税法

等の一部を改正する法

律」(平成19年３月30日　

法律第６号)及び「法人税

法施行令の一部を改正す

る政令」(平成19年３月30

日　政令第83号))に伴い、

平成19年４月１日以降に

取得した減価償却資産の

減価償却の方法について

は、改正後の法人税法に基

づく方法に変更している。

　これに伴い、前連結会計

年度と同一の方法によっ

た場合と比べ、営業利益、

経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ

65百万円減少している。

　なお、セグメント情報に

与える影響については、当

該箇所に記載している。

 　②　無形固定資産

 

　　　定額法によっている。

　②　無形固定資産(リース

資産を除く)

同左

　②　無形固定資産

 

同左

 ――――― 　③　リース資産

　　　所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に

係るリース資産

　　　リース期間を耐用年数

とし、残存価額をゼロ

として算定する方法

によっている。

―――――

  (会計方針の変更)

　当中間連結会計期間から

平成19年３月30日改正の

「リース取引に関する会

計基準」(企業会計基準委

員会　企業会計基準第13

号)及び「リース取引に関

する会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会

　企業会計基準適用指針第

16号)を適用している。こ

れによる影響額はない。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上

基準

　貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、主とし

て、一般債権について

は、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に

回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上し

ている。

(3) 重要な引当金の計上

基準

　貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上

基準

　貸倒引当金

同左

 　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連

結会計期間末において

発生していると認めら

れる額を計上している。

　　数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時

における従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理することとしてい

る。

　　また、過去勤務債務は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(３年)に

よる定額法により費用

処理している。

　退職給付引当金

同左

　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、計上して

いる。

　　数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時

における従業員の平均

残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による

定額法により按分した

額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理することとしてい

る。

　　また、過去勤務債務は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(３年)に

よる定額法により、費用

処理している。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (4) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算

し、換算差額は、損益と

して処理している。

　　なお、在外子会社の資産

及び負債は、中間決算日

の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算

差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定

に含めて計上している。

(4) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準

同左

(4) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準

　　外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換

算差額は損益として処

理している。

　　なお、在外子会社の資産

及び負債は、決算日の直

物為替相場により円貨

に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における

為替換算調整勘定に含

めて計上している。

 (5) 重要なリース取引の

処理方法

　　リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準

じた会計処理によって

いる。

(5) 重要なリース取引の

処理方法

　　リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

のうち、リース取引開始

日が平成20年４月１日

前に開始する連結会計

年度に属するものにつ

いては、通常の賃貸借取

引に準じた会計処理に

よっている。

(5) 重要なリース取引の

処理方法

　　リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準

じた会計処理によって

いる。

 (6) 消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は

税抜方式によっている。

(6) 消費税等の会計処理

同左

(6) 消費税等の会計処理

同左

５．中間連結キャッ

シュ・フロー計算

書(連結キャッシュ

・フロー計算書)に

おける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日

から３ケ月以内に償還期

限の到来する短期投資か

らなっている。

同左 同左
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

 

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――― (連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取

扱い)

　当中間連結会計期間より、「連結

財務諸表作成における在外子会社

の会計処理に関する当面の取扱

い」(実務対応報告第18号　平成18

年５月17日)を適用している。これ

による影響額は軽微である。

―――――

 

【表示方法の変更】

 

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――― (中間連結損益計算書)

　前中間連結会計期間において営業

外費用の「その他」に含めて表示

していた「支払補償費」は営業外

費用の合計の100分の10を超えたた

め、区分掲記している。

　なお、前中間連結会計期間の「支

払補償費」は６百万円である。

　

―――――

――――― (中間連結キャッシュ・フロー計算

書)

　前中間連結会計期間において財務

活動によるキャッシュ・フローの

「その他」に含めて表示していた

「自己株式の取得による支出」は、

重要性が増したため、当中間連結会

計期間より区分掲記している。

　なお、前中間連結会計期間の「自

己株式の取得による支出」は４百

万円である。

―――――
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

 

項目
前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の

減価償却累計

額

42,683百万円 43,623百万円 42,615百万円

　２　偶発債務 　下記の従業員の金融機関

借入金に対して、債務保証

をしている。

区分 期末現在高

従業員
(財形住宅
融資等)

575百万円

　下記の従業員の金融機関

借入金に対して、債務保証

をしている。

区分 期末現在高

従業員
(財形住宅
融資等)

199百万円

　下記の従業員の金融機関

借入金に対して、債務保証

をしている。

区分 期末現在高

従業員
(財形住宅
融資等)

231百万円

　３　受取手形割引高 57百万円 ― 6百万円

　４　受取手形裏書譲

渡高

120百万円 106百万円 141百万円

※５　中間連結会計期

間及び連結会

計年度末日満

期手形

　中間連結会計期間末日満

期手形の会計処理につい

ては、満期日に決済が行わ

れたものとして処理して

いる。

　なお、当中間連結会計期

間末日が金融機関の休日

であったため、次の中間連

結会計期間末日満期手形

が中間連結会計期間末残

高から除かれている。

受取手形 356百万円

受取手形
裏書譲渡高

22百万円

――――― ―――――
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(中間連結損益計算書関係)

 

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１ ――――― ――――― 減損損失

   　当社グループは、以下の

資産グループについて減

損損失を計上している。

用途 種類 場所
減損損失

(百万円)

遊休

資産

機械

装置

千葉県

香取郡

多古町

55

   　当社グループの減損会計

適用に当たっての資産グ

ルーピングは、継続的に損

益の把握を行っている管

理会計上の事業所単位で

行っている。

　当連結会計年度におい

て、遊休状態にあると認め

られ今後も利用計画がな

い一部の機械装置につい

て帳簿価格を回収可能額

まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失

に55百万円計上している。

　なお、当該資産の回収可

能額は正味売却価格で測

定しており、処分価額で評

価している。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 32,473 ― ― 32,473

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 108 11 ― 120

 
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　11千株

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項なし。
 

４．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月25日
取締役会

普通株式 210 6.50平成19年３月31日平成19年５月29日

 

　(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後

となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年10月25日
取締役会

普通株式 利益剰余金 210 6.50平成19年９月30日平成19年12月５日
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当中間連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 32,473 ― 380 32,092

 
（変動事由の概要）

　自己株式の消却による減少　　　　　　　　　　　 380千株

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間

末

普通株式(千株) 210 170 380 ―

 
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式並びに株式交換反対株主が所有する株式の買取りによる増加　　　 170千株

減少数の主な内訳は、次の通りである。

　自己株式の消却による減少　　　　　　　　　　　　　　　 380千株

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項なし。
 

４．配当に関する事項

該当事項なし。
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前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 32,473 ― ― 32,473

 

２．自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 108 103 1 210

 
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　 103千株

減少数の主な内訳は、次の通りである。

　単元未満株式の買増請求に応じたことによる減少　　 1千株

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項なし。
 

４．配当に関する事項

　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月25日
取締役会

普通株式 210 6.5平成19年３月31日平成19年５月29日

平成19年10月25日
取締役会

普通株式 210 6.5平成19年９月30日平成19年12月５日
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１ 　現金及び現金同等物の中

間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成19年９月30日現在)

(百万円)

現金及び預金
勘定

2,740

流動資産の
「その他」
に含まれる
短期貸付金

―

現金及び現金
同等物

2,740

　

　現金及び現金同等物の中

間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成20年９月30日現在)

(百万円)

現金及び預金
勘定

2,303

流動資産の
「その他」
に含まれる
短期貸付金

397

現金及び現金
同等物

2,700

　

　現金及び現金同等物の期

末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の

金額との関係

(平成20年３月31日現在)

(百万円)

現金及び預金
勘定

2,670

流動資産の
「その他」
に含まれる
短期貸付金

―

現金及び現金
同等物

2,670

　
※２   　株式の取得により新たに

連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内

訳

　株式の追加取得により持

分法適用関連会社であっ

たSiam HPM Co.,Ltd.を連

結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内

訳並びに株式の取得価額

と取得による収入(純額)

との関係は次のとおりで

ある。

(単位：百万円)

流動資産 1,235

固定資産 11

流動負債 △745

負ののれん △209

少数株主持分 △14

関連会社株式 △195

子会社株式の
取得価額

81

子会社の現金
及び現金同等物

441

差引：連結範囲
変更に伴
う子会社
株式取得
による収
入

360
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(リース取引関係)

 

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

 
工具・器
具・備品

その他 合計

取得価額相
当額
(百万円)

36 ― 36

減価償却累
計額相当額
(百万円)

8 ― 8

中間期末残
高相当額
(百万円)

28 ― 28

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

 
工具・器
具・備品

その他 合計

取得価額相
当額
(百万円)

42 ― 42

減価償却累
計額相当額
(百万円)

19 ― 19

中間期末残
高相当額
(百万円)

22 ― 22

①　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 
工具・器
具・備品

その他 合計

取得価額相
当額
(百万円)

36 ― 36

減価償却累
計額相当額
(百万円)

13 ― 13

期末残高相
当額
(百万円)

23 ― 23

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 10百万円

１年超 17

合計 28

②　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 11百万円

１年超 11

合計 22

②　未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 10百万円

１年超 12

合計 23

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 4百万円

支払利息相当額 0百万円

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 6百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円

③　支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5百万円

支払利息相当額 0百万円

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によって

いる。

　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっている。

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

同左

④　減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法

同左

オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 8百万円

１年超 4

合計 12

オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 7百万円

１年超 9

合計 16

オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 3百万円

１年超 2

合計 5
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(有価証券関係)

(前中間連結会計期間末)

　　時価のない主な有価証券の内容

 

 

前中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券  

非上場株式 1,613

 

(当中間連結会計期間末)

　　時価のない主な有価証券の内容

 

 

当中間連結会計期間末
(平成20年９月30日)

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券  

非上場株式 1,056

 

(前連結会計年度末)

　　時価のない主な有価証券の内容

 

 

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券  

非上場株式 1,406
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(デリバティブ取引関係)

(前中間連結会計期間末)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

該当事項はない。

なお、為替予約を行っているが、当中間連結会計期間末現在、予約の実績がない。

 

(当中間連結会計期間末)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

対象物の種類 取引の種類

当中間連結会計期間末(平成20年９月30日)

契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

通貨

為替予約取引     

売建 21 ― 20 1

買建 185 ― 179 △6

合計 207 ― 199 △4

 

(前連結会計年度末)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

該当事項はない。

なお、為替予約取引を行っているが、当連結会計年度末現在、予約の実績がない。
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(ストック・オプション等関係)

該当事項はない。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

 

 

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

粉末冶金関係
(百万円)

化成品関係
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全
社(百万円)

連結
(百万円)

売上高       

(1) 外部顧客に
対する売上高

19,832 2,065 283 22,180 ― 22,180

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

48 0 ― 48 (48) ―

計 19,880 2,065 283 22,229 (48) 22,180

営業費用 19,530 1,820 274 21,626 (48) 21,577

営業利益 349 245 8 603 ― 603

 

 

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

粉末冶金関係
(百万円)

化成品関係
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全
社(百万円)

連結
(百万円)

売上高       

(1) 外部顧客に
対する売上高

23,252 2,078 210 25,542 ― 25,542

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

60 ― ― 60 (60) ―

計 23,313 2,078 210 25,602 (60) 25,542

営業費用 23,000 1,847 205 25,053 (60) 24,992

営業利益 312 231 4 549 ― 549
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

粉末冶金関係
(百万円)

化成品関係
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全
社(百万円)

連結
(百万円)

売上高       

(1) 外部顧客に
対する売上高

43,289 4,220 587 48,097 ― 48,097

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

100 1 ― 102 (102) ―

計 43,390 4,221 587 48,199 (102)48,097

営業費用 42,174 3,761 568 46,504 (102)46,402

営業利益 1,216 460 18 1,695 ― 1,695

(注) １．事業区分は売上区分によっている。

２．各事業の主要な製品

(1) 粉末冶金関係……機械部品、軸受、金型

(2) 化成品関係………ブラウン管用黒鉛塗料、潤滑剤、離型剤、電子部品用導電材料、カートリッジリボ

ン、ラインプリンタリボン、ユニット製品、油圧ポンプ

３．会計方針の変更

　(前中間連結会計期間)

　　有形固定資産の減価償却の方法の変更

　　「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４.会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、当社及び国内連結子会社の有

形固定資産の減価償却の方法については、改正後の法人税法に基づく方法に変更している。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は粉末冶金関係が、15百万

円、化成品関係が０百万円増加し、営業利益が同額減少している。

　(前連結会計年度)

　　有形固定資産の減価償却の方法の変更

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおり、当連結会計年度より、当社及び国内連結子会社の有形固定資

産の減価償却の方法については、改正後の法人税法に基づく方法に変更している。この変更に伴い、従

来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業費用は粉末冶金関係が57百万円増加し、化成

品関係が８百万円増加し、営業利益が同額減少している。

４．追加情報

　(当中間連結会計期間)

　　当社は、機械装置の耐用年数について、法人税法の改正を契機として見直しを行い、当中間連結会計期間

より、製品ライフサイクルの短縮等を反映した耐用年数に変更している。これにより、当中間連結会計

期間の営業利益は、「化成品関係」が17百万円減少している。
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【所在地別セグメント情報】
 

 

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

日本
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全
社(百万円)

連結
(百万円)

売上高       

(1) 外部顧客に
対する売上高

17,649 1,886 2,644 22,180 ― 22,180

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

846 115 99 1,061 (1,061) ―

計 18,495 2,001 2,744 23,242(1,061)22,180

営業費用 18,003 1,878 2,736 22,618(1,041)21,577

営業利益 491 122 8 623 (20) 603

 

 

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

日本
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全
社(百万円)

連結
(百万円)

売上高       

(1) 外部顧客に
対する売上高

18,598 4,493 2,449 25,542 ― 25,542

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,138 252 69 1,459 (1,459) ―

計 19,736 4,745 2,518 27,001(1,459)25,542

営業費用 19,366 4,561 2,536 26,465(1,472)24,992

営業利益 370 184 △17 536 (12) 549
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前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

日本
(百万円)

アジア
(百万円)

北米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全
社(百万円)

連結
(百万円)

売上高       

(1) 外部顧客に
対する売上高

36,914 5,916 5,266 48,097 ― 48,097

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,753 386 211 2,351 (2,351) ―

計 38,667 6,303 5,478 50,449(2,351)48,097

営業費用 37,364 5,979 5,427 48,771(2,369)46,402

営業利益 1,303 324 50 1,678 17 1,695

(注) １．国又は地域の区分は地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) アジア………シンガポール、タイ、中国

(2) 北米…………米国

３．会計方針の変更

　(前中間連結会計期間)

　　有形固定資産の減価償却の方法の変更

　　「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４.会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、当社及び国内連結子会社の有

形固定資産の減価償却の方法については、改正後の法人税法に基づく方法に変更している。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比較して、当中間連結会計期間の営業費用は日本が、16百万円増加し、

営業利益が同額減少している。

　(前連結会計年度)

　　有形固定資産の減価償却の方法の変更

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項　４．会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおり、当連結会計年度より、当社及び国内連結子会社の有形固定資

産の減価償却の方法については、改正後の法人税法に基づく方法に変更している。この変更に伴い、従

来の方法によった場合に比較して、当連結会計年度の営業費用は日本が65百万円増加し、営業利益が同

額減少している。

４．追加情報

　(当中間連結会計期間)

　　当社は、機械装置の耐用年数について、法人税法の改正を契機として見直しを行い、当中間連結会計期間

より、製品ライフサイクルの短縮等を反映した耐用年数に変更している。これにより、当中間連結会計

期間の営業利益は、「日本」が17百万円減少している。
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【海外売上高】

 

 

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

アジア 北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,321 2,330 150 270 5,073

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 22,180

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

10.5 10.5 0.7 1.2 22.9

 

 

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

アジア 北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 5,114 2,017 150 234 7,516

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 25,542

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

20.0 7.9 0.6 0.9 29.4

 

 

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

アジア 北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 6,838 4,570 269 509 12,187

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 48,097

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

14.2 9.5 0.6 1.1 25.3

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高(ただし、連結会社間の内

部売上高を除く。)である。

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

(1) 国又は地域の区分は地理的近接度によっている。

(2) 各区分に属する主な国又は地域

　　(1) アジア……………韓国、中国、シンガポール、台湾、タイ

　　(2) 北米………………米国、カナダ

　　(3) ヨーロッパ………イギリス、ドイツ

　　(4) その他……………メキシコ、ブラジル
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(１株当り情報)

 

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当り純資産額 831円07銭１株当り純資産額 830円19銭１株当り純資産額 826円33銭

１株当り中間純利益 12円02銭１株当り中間純利益 10円13銭１株当り当期純利益 33円22銭

(注) １．潜在株式調整後１株当りの中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２．算定上の基礎

　(1) １株当り純資産額

 
前中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成20年９月30日)

前連結会計年度末

(平成20年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の
部の合計額(百万円)

26,902 26,656 26,675

普通株式に係る純資産額(百万
円)

26,888 26,643 26,660

差額の主な内訳(百万円)    

少数株主持分 14 13 15

普通株式の発行済株式数(株) 32,473,69632,092,77732,473,696

普通株式の自己株式数(株) 120,084 ― 210,004

１株当りの純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(株)

32,353,61232,092,77732,263,692

 

　(2) １株当り中間(当期)純利益

 
前中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成20年４月１日

至　平成20年９月30日)

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

１株当り中間(当期)純利益    

中間(当期)純利益(百万円) 388 325 1,074

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

388 325 1,074

普通株式の期中平均株式数
(株)

32,360,60532,092,77732,343,077
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(重要な後発事象)

 

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(日立化成工業株式会社による当社

株式の公開買い付けについて)

当社は、平成19年12月21日開催の

取締役会において、日立化成工業株

式会社(以下、「日立化成工業」と

いう。)による当社株式に対する公

開買付け(以下、「本公開買付け」

という。)について、賛同の意を表明

することを決議している。

 

記

 

１．公開買付者の概要

(1) 商号

日立化成工業株式会社

(2) 事業内容

エレクトロニクス関連製品・

機能性材料関連製品の製造、販

売

(3) 設立年月日

昭和37年10月10日

(4) 本店所在地

東京都新宿区西新宿二丁目１

番１号

(5) 代表者の役職・氏名

執行役社長　長瀬寧次

(6) 資本金

15,439百万円

(平成19年９月30日現在)

(7) 大株主及び持株比率

(平成19年３月31日現在)

㈱日立製作所 51.13％

日本マスタートラスト
信託銀行㈱(信託口)

4.61％

日本トラスティ・サー
ビス信託銀行㈱(信託
口)

4.27％

日本生命保険(相) 2.02％

第一生命保険(相) 1.45％

ビービーエイチルクス
　エーシーエム　グロー
バル　インベストメン
ツ　グルーバル　グロウ
ス　プール
(常任代理人　㈱三菱東
京UFJ銀行)

1.05％

ピクテ　アンド　シー　
ヨーロッパ　エスエー
(常任代理人　㈱三井住
友銀行資金証券サービ
ス部)

0.97％

――――― ―――――
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前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

野村信託銀行㈱(投信
口)

0.90％

全国共済農業協同組合
連合会

0.83％

ステート　ストリート　
バンク　アンド　トラス
ト　カンパニー　505103
(常任代理人　㈱みずほ
コーポレート銀行兜町
証券決済業務室)

0.82％

(8) 買付者と当社の関係等

①　資本関係

日立化成工業は、当社の発行

済 株 式 総 数 の 5 2 . 5 7 ％

(17,072,340株)(平成19年９月

30日現在)の株式を保有してお

り、親会社である。

②　人的関係

日立化成工業から、取締役２

名の派遣を受けている。

③　取引関係

重要な取引はない。

 

２．本公開買付けの概要

(1) 買付けを行う株券等の種類

普通株式

(2) 公開買付け期間

平成19年12月27日(木曜日)か

ら平成20年２月12日(火曜日)

まで

(3) 買付価格

１株につき705円

(4) 買付価格の算定の基礎

本公開買付けの買付価格705円

は平成19年12月20日までの過去

１ヶ月間の東京証券取引所市場

第一部における終値の平均値に、

37.43％のプレミアムを加えた価

格となっている。

(5) 買付け予定株式総数

当社の発行済株式の全て(日立

化成工業が既に保有している当

社株式及び当社の保有する自己

株式を除く。)

(6) 公開買付け開始公告

平成19年12月27日(木曜日)よ

り

(7) 公開買付け代理人

野村證券株式会社

  

 

EDINET提出書類

日立粉末冶金株式会社(E01424)

半期報告書

47/87



 

前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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３．公開買付けに賛同する理由

当社は、日立化成工業による本

公開買付けについて、慎重に検討

を重ねた結果、平成19年12月21日

開催の取締役会において、本公開

買付けが当社の企業価値最大化

を実現していくための最善の策

であるとともに、当社株主各位に

対して合理的な価格により当社

株式の売却機会を提供するもの

であると判断し、本公開買付けに

賛同する旨の決議をした。その詳

細な理由は以下のとおりである。

現在日立化成工業は、世界的に

高成長が見込まれ、かつ日立化成

工業の技術的な強みが発揮でき

る「情報通信・ディスプレイ」

「自動車」「エネルギー」「ラ

イフサイエンス」の４つの領域

を有望な事業分野として位置付

け、事業の拡大に注力している。

また、同社の企業価値向上のため

には、日立化成グループ内の事業

の相乗効果を最大限に発揮させ

ることが不可欠と考え、事業の統

合やグループ会社間の連携強化

のための施策も鋭意実施してき

た。

当社は、これまで、自動車部品

を主軸とする粉末冶金分野と

カーボン製品を主軸とする化成

品分野を中心に事業を展開して

きたが、近年、日立化成グループ

が特に注力している「自動車」

及び「エネルギー」の各領域に

おける事業の一層の成長と発展

を図るべく、日立化成工業との間

で技術面及び販売面における連

携を進めてきた。日立化成工業で

は、その効果は十分に発揮されて

いると考えているが、いずれの事

業領域も潜在的な成長性の点で

高い魅力を有する一方、世界的な

競争がますます激しくなって行

くことも確実であり、将来に向け

て、日立化成工業と当社が連携を

一層密にし、事業全体の視点に立

ち成長力の向上を図る必要性も

また大きな課題と認識するに

至った。

現在日立化成工業は、当社の発

行済株式の52.57％を保有してい

るが、上記のような認識に基づ

き、日立化成グループの事業の成
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前中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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長を確かなものにするためには、

今回の公開買付けを通じて、日立

化成工業と当社相互の事業の連

携をさらに深め、研究開発から製

造、販売等に至る一連の業務全体

において相乗効果を追求するこ

とが最善と判断した。すなわち、

自動車部品やカーボン製品事業

における日立化成工業と当社の

経営資源をより緊密に連携させ

ることにより、技術力の向上や業

務の効率化等を通してさらに高

度な事業価値が顧客に提供でき、

また、新たな市場を開拓すること

によって、一層の企業価値の向上

が図れるものと考えている。

今後は、日立化成工業及び当社

が保有する優れた技術を各社の

製品開発に応用するとともに、各

社が築き上げてきた幅広い顧客

基盤を相互に活用すること等に

より、事業の相乗効果を高めてい

く。また、当社にとっても、今回の

公開買付けの実施により、日立化

成グループ全体の経営資源の有

効活用により競争力の強化と事

業の拡大が図れるため、企業価値

向上の好機になるものと考えて

いる。

 

４．当社株式の上場廃止の見込み

当社株式は、現在、東京証券取

引所市場第一部に上場している

が、日立化成工業は、本公開買付

けにおいて買付けを行う株券の

数に上限及び下限を設定してい

ないため、応募株券の全部の買付

けが行われることから、本公開買

付けの結果次第では、流動性等に

係る東京証券取引所の上場廃止

基準に従い、本公開買付けの完了

をもって、所定の手続を経て上場

廃止となる可能性がある。また、

本公開買付けの完了時点で、当該

基準に該当しない場合でも、当社

がその後の株式交換により日立

化成工業の完全子会社となるこ

とが予定されているので、上記の

とおり東京証券取引所の上場廃

止基準に従い所定の手続を経て

上場廃止となる見込みである。上

場廃止後は、当社株式に係る株券

を東京証券取引所において取引

することができなくなる。
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(2) 【その他】

該当事項はない。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：百万円)

前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 742 846 546

受取手形 ※4
 1,056

※4
 1,029

※4
 1,168

売掛金 6,879 8,487 8,262

たな卸資産 1,820 1,984 1,898

未収入金 ※3
 1,880

※3
 2,124

※3
 2,008

その他 463 887 455

貸倒引当金 △41 △10 △6

流動資産合計 12,802 15,350 14,332

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,954 2,780 2,852

機械及び装置（純額） 5,469 4,656 4,941

土地 1,909 1,909 1,909

その他（純額） 862 1,315 996

有形固定資産合計 ※1
 11,196

※1
 10,661

※1
 10,699

無形固定資産 118 91 106

投資その他の資産

関係会社株式 2,863 2,863 2,863

前払年金費用 2,452 2,363 2,460

繰延税金資産 301 260 281

その他 2,160 1,796 2,026

投資その他の資産合計 7,778 7,285 7,632

固定資産合計 19,092 18,038 18,438

資産合計 31,895 33,389 32,771

負債の部

流動負債

買掛金 4,149 4,829 4,554

短期借入金 － 612 －

未払費用 1,305 1,384 1,382

その他 ※3
 1,034

※3
 993

※3
 1,303

流動負債合計 6,488 7,819 7,240

固定負債

退職給付引当金 2,085 2,080 2,067

その他の引当金 182 243 209

その他 184 90 180

固定負債合計 2,452 2,414 2,456

負債合計 8,940 10,233 9,696
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(単位：百万円)

前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,434 4,434 4,434

資本剰余金

資本準備金 3,794 3,794 3,794

その他資本剰余金 0 － 0

資本剰余金合計 3,794 3,794 3,794

利益剰余金

利益準備金 547 547 547

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 124 115 115

別途積立金 13,000 13,900 13,000

繰越利益剰余金 1,130 363 1,320

利益剰余金合計 14,801 14,926 14,983

自己株式 △76 － △138

株主資本合計 22,954 23,155 23,074

純資産合計 22,954 23,155 23,074

負債純資産合計 31,895 33,389 32,771
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②【中間損益計算書】
(単位：百万円)

前中間会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

売上高 17,923 19,249 37,586

売上原価 15,091 16,497 31,470

売上総利益 2,831 2,751 6,115

販売費及び一般管理費 2,459 2,538 5,100

営業利益 372 212 1,015

営業外収益 ※1
 208

※1
 210

※1
 417

営業外費用 ※2
 146

※2
 91

※2
 341

経常利益 434 331 1,091

特別利益 － － －

特別損失

減損損失 － － ※4
 55

特別損失合計 － － 55

税引前中間純利益 434 331 1,036

法人税、住民税及び事業税 144 105 358

法人税等調整額 29 25 25

法人税等合計 173 130 383

中間純利益 261 201 653
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前中間会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,434 4,434 4,434

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 4,434 4,434 4,434

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,794 3,794 3,794

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 3,794 3,794 3,794

その他資本剰余金

前期末残高 0 0 0

当中間期変動額

自己株式の処分 － △0 0

当中間期変動額合計 － △0 0

当中間期末残高 0 － 0

資本剰余金合計

前期末残高 3,794 3,794 3,794

当中間期変動額

自己株式の処分 － △0 0

当中間期変動額合計 － △0 0

当中間期末残高 3,794 3,794 3,794

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 547 547 547

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 547 547 547

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

前期末残高 124 115 124

当中間期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 － － △8

当中間期変動額合計 － － △8

当中間期末残高 124 115 115

別途積立金

前期末残高 12,800 13,000 12,800
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(単位：百万円)

前中間会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当中間期変動額

別途積立金の積立 200 900 200

当中間期変動額合計 200 900 200

当中間期末残高 13,000 13,900 13,000

繰越利益剰余金

前期末残高 1,279 1,320 1,279

当中間期変動額

剰余金の配当 △210 － △420

中間純利益 261 201 653

自己株式の消却 － △258 －

固定資産圧縮積立金の取崩 － － 8

別途積立金の積立 △200 △900 △200

当中間期変動額合計 △149 △957 41

当中間期末残高 1,130 363 1,320

利益剰余金合計

前期末残高 14,750 14,983 14,750

当中間期変動額

剰余金の配当 △210 － △420

中間純利益 261 201 653

自己株式の消却 － △258 －

固定資産圧縮積立金の取崩 － － －

別途積立金の積立 － － －

当中間期変動額合計 50 △57 232

当中間期末残高 14,801 14,926 14,983

自己株式

前期末残高 △69 △138 △69

当中間期変動額

自己株式の取得 △7 △120 △70

自己株式の処分 － － 1

自己株式の消却 － 258 －

当中間期変動額合計 △7 138 △68

当中間期末残高 △76 － △138

株主資本合計

前期末残高 22,910 23,074 22,910

当中間期変動額

剰余金の配当 △210 － △420

中間純利益 261 201 653

自己株式の取得 △7 △120 △70

自己株式の処分 － － 1

自己株式の消却 － － －
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(単位：百万円)

前中間会計期間
(自 平成19年４月１日
　至 平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当中間期変動額合計 43 80 163

当中間期末残高 22,954 23,155 23,074

純資産合計

前期末残高 22,910 23,074 22,910

当中間期変動額

剰余金の配当 △210 － △420

中間純利益 261 201 653

自己株式の取得 △7 △120 △70

自己株式の処分 － － 1

当中間期変動額合計 43 80 163

当中間期末残高 22,954 23,155 23,074
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

 

項目
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１．資産の評価基準

及び評価方法

(1) 有価証券

　　子会社株式……

　　　移動平均法に基づく原

価法

(1) 有価証券

　　子会社株式……

同左

(1) 有価証券

　　子会社株式……

　　　　　同左

 　　その他有価証券……

　　　時価のあるもの

　　　　中間決算日の市場価

格等に基づく時

価法

　　　　(評価差額は全部純資

産直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法に

より算定)

　　その他有価証券……

　　　時価のあるもの

　　　　　同左

　　その他有価証券……

　　　時価のあるもの

　　　　決算日の市場価格等

に基づく時価法

　　　　(評価差額は全部純資

産直入法により

処理し、売却原価

は移動平均法に

より算定)

 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法に基づく

原価法

　　　時価のないもの

同左

　　　時価のないもの

同左

 (2) デリバティブ

　　時価法によっている。

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

 (3) たな卸資産

　　通常販売目的で保有す

るたな卸資産

　　　主として、移動平均法

に基づく原価法に

より評価している。

　　　なお、収益性が低下し

た棚卸資産につい

ては、帳簿価額を切

り下げている。

(3) たな卸資産

同左

(3) たな卸資産

同左

２．固定資産の減価

償却の方法

(1) 有形固定資産

 

　　定率法によっている。但

し、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物

附属設備は除く)につい

ては、定額法によってい

る。

(1) 有形固定資産(リース

資産を除く)

同左

(1) 有形固定資産

 

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (会計方針の変更)

　当中間会計期間より、法

人税法の改正(「所得税法

等の一部を改正する法

律」(平成19年３月30日　

法律第６号)及び「法人税

法施行令の一部を改正す

る政令」(平成19年３月30

日　政令第83号))に伴い、

平成19年４月１日以降に

取得した減価償却資産の

減価償却の方法について

は、改正後の法人税法に基

づく方法に変更している。

　これに伴い、前中間会計

期間と同一の方法によっ

た場合と比べ、営業利益、

経常利益、税引前中間純利

益がそれぞれ16百万円減

少している。

(追加情報)

　法人税法の改正(所得税

法等の一部を改正する法

律　平成20年４月30日法律

第23号)に伴い、当社は、機

械装置の耐用年数につい

て、法人税法の改正を契機

として見直しを行い、当中

間会計期間より、製品ライ

フサイクルの短縮等を反

映した耐用年数に変更し

ている。

　これにより、営業利益、経

常利益及び税引前中間純

利益は、それぞれ17百万円

減少している。

 

(会計方針の変更)

　当事業年度より、法人税

法の改正(「所得税法等の

一部を改正する法律」(平

成19年３月30日　法律第６

号)及び「法人税法施行令

の一部を改正する政令」

(平成19年３月30日　政令

第83号))に伴い、平成19年

４月１日以降に取得した

減価償却資産の減価償却

の方法については、改正後

の法人税法に基づく方法

に変更している。

　これに伴い、前事業年度

と同一の方法によった場

合と比べ、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利

益はそれぞれ63百万円減

少している。

 (2) 無形固定資産

 

　　定額法によっている。但

し、ソフトウエア(自社

利用分)については、社

内における見込利用可

能期間(５年)によって

いる。

(2) 無形固定資産(リース

資産を除く)

同左

(2) 無形固定資産

 

同左

 ――――― (3) リース資産

　　所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引に係

るリース資産

　　リース期間を耐用年数

とし、残存価額をゼロと

して算定する方法に

よっている。

―――――

  (会計方針の変更)

　当中間会計期間から平成

19年３月30日改正の

「リース取引に関する会

計基準」(企業会計基準委

員会　企業会計基準第13

号)及び「リース取引に関

する会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会

　企業会計基準適用指針第

16号)を適用している。こ

れによる影響額はない。
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３．引当金の計上基

準

(1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権

等特定の債権について

は個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額

を計上している。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

 (2) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期

間末において発生して

いると認められる額を

計上している。

　　数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額

法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理する

こととしている。

　　また、過去勤務債務は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(３年)に

よる定額法により、費用

処理している。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき計上している。

　　数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額

法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理する

こととしている。

　　また、過去勤務債務は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(３年)に

よる定額法により、費用

処理している。

４．外貨建の資産又

は負債の本邦通貨

への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相

場により円貨に換算し換

算差額は損益として処理

している。

同左 　外貨建金銭債権債務は、

決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し換算差

額は損益として処理して

いる。

５．リース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理

によっている。

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成

20年４月１日前に開始す

る事業年度に属するもの

については、通常の賃貸借

取引に準じた会計処理に

よっている。

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理

によっている。

６．その他中間財務

諸表(財務諸表)作

成のための基本と

なる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は

税抜方式によっている。

同左 同左

 

 

EDINET提出書類

日立粉末冶金株式会社(E01424)

半期報告書

63/87



【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

該当事項はない。
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

 

項目
前中間会計期間末
(平成19年９月30日)

当中間会計期間末
(平成20年９月30日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

※１．有形固定資産

　　　減価償却累計額

33,572百万円 34,603百万円 34,253百万円

　２．偶発債務 　下記の関係会社の金融機

関借入金及び従業員の金

融機関借入金に対して、債

務保証をしている。

区分
中間期末
現在高

 百万円

Sintering 
Technologies,
Inc.

93

従業員
(財形住宅融資
等)

575

合計 668

　下記の関係会社の金融機

関借入金及び従業員の金

融機関借入金に対して、債

務保証をしている。

区分
中間期末
現在高

 百万円

Sintering 
Technologies,
Inc.

41

従業員
(財形住宅融資
等)

199

合計 241

　下記の関係会社の金融機

関借入金及び従業員の金

融機関借入金に対して、債

務保証をしている。

区分
期末
現在高

 百万円

Sintering 
Technologies,
Inc.

40

従業員
(財形住宅融資
等)

231

合計 271

※３．消費税等の取

扱い

　仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動

負債「その他」に含めて

表示している。

同左 ―――――

※４．中間会計期間

及

び事業年度末

日満期手形

　中間会計期間末日手形の

会計処理については、満期

日決済が行われたものと

して処理している。

　なお、当中間会計期間末

日が金融機関の休日で

あったため、次の中間会計

期間末日満期手形が中間

会計期間末残高から除か

れております。

　　受取手形　301百万円

――――― ―――――
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(中間損益計算書関係)

 

項目
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１．営業外収益の主要項

目
   

　　　　受取利息 7百万円 3百万円 8百万円

　　　　受取配当金 123百万円 105百万円 226百万円

※２．営業外費用の主要項

目
   

　　　　支払利息 7百万円 11百万円 4百万円

　　　　固定資産処分損 59百万円 17百万円 121百万円

　３．減価償却実施額    

　　　　有形固定資産 980百万円 892百万円 2,054百万円

　　　　無形固定資産 24百万円 24百万円 49百万円

　　　　　　　計 1,005百万円 917百万円 2,104百万円

※４．減損損失 ――――― ――――― 　当社は、以下の資産グ

ループについて減損損

失を計上している。

用途 種類 場所
減損損失

(百万円)

遊休

資産

機械

装置

千葉県

香取郡

多古町

55

   　当社の減損会計適用に

当たっての資産グルー

ピングは、継続的に損益

の把握を行っている管

理会計上の事業所単位

で行っている。

　当事業年度において、

遊休状態にあると認め

られ今後も利用計画が

ない一部の機械装置に

ついて帳簿価格を回収

可能額まで減額し、当該

減少額を減損損失とし

て特別損失に55百万円

計上している。

　なお、当該資産の回収

可能額は正味売却価格

で測定しており、処分価

額で評価している。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（千株） 108 11 ― 120

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りである。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　11千株

 

当中間会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（千株） 210 170 380 ―

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りである。

　　　単元未満株式並びに株式交換反対株主が所有する株式の買取りによる増加　　　 170千株

　　減少数の主な内訳は、次の通りである。

　　　自己株式の消却による減少　　　　　　　　　　　　　　　 380千株

 

前事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（千株） 108 103 1 210

 

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りである。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　 103千株

　　減少数の主な内訳は、次の通りである。

　　　単元未満株式の買増請求に応じたことによる減少　　 1千株

 

次へ
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(リース取引関係)

 

項目
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１．リース物件の所

有権が借主に移

転すると認めら

れるもの以外の

ファイナンス・

リース取引

①　リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残

高相当額

 
工具・
器具・
備品

その他 合計

取得価額相
当額
(百万円)

15 ― 15

減価償却累
計額相当額
(百万円)

1 ― 1

中間期末残
高相当額
(百万円)

13 ― 13

①　リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残

高相当額

 
工具・
器具・
備品

その他 合計

取得価額相
当額
(百万円)

21 ― 21

減価償却累
計額相当額
(百万円)

6 ― 6

中間期末残
高相当額
(百万円)

14 ― 14

―――――

 ②　未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 4百万円

１年超 9

合計 13

②　未経過リース料中間期

末残高相当額

１年内 5百万円

１年超 9

合計 14

 

 ③　支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利

息相当額

支払
リース料

1百万円

減価償却費
相当額

1百万円

支払利息
相当額

0百万円

③　支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利

息相当額

支払
リース料

2百万円

減価償却費
相当額

2百万円

支払利息
相当額

0百万円

 

 ④　減価償却費相当額及び

利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定

方法

　　リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。

　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース

物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法に

ついては、利息法によっ

ている。

④　減価償却費相当額及び

利息相当額の算定方法

　減価償却費相当額の算定

方法

同左

 

 

２．オペレーティン

グリース取引

未経過リース料

１年内 0百万円

１年超 ―

合計 0

未経過リース料

１年内 ―百万円

１年超 ―

合計 ―

―――――
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(有価証券関係)

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはない。
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(１株当り情報)

 

前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当り純資産額 709円47銭１株当り純資産額 721円50銭１株当り純資産額 715円18銭

１株当り中間純利益 8円07銭１株当り中間純利益 6円27銭１株当り当期純利益 20円21銭

(注) １．潜在株式調整後１株当りの中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２．算定上の基礎

　(1) １株当り純資産額

 
前中間会計期間末

(平成19年９月30日)

当中間会計期間末

(平成20年９月30日)

前事業年度末

(平成20年３月31日)

中間貸借対照表の純資産の部の
合計額(百万円)

22,954 23,155 23,074

普通株式に係る純資産額(百万
円)

22,954 23,155 23,074

普通株式の発行済株式数(株) 32,473,69632,092,77732,473,696

普通株式の自己株式数(株) 120,084 ― 210,004

１株当りの純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(株)

32,353,61232,092,77732,263,692

 

　(2) １株当り中間(当期)純利益

 
前中間会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成20年４月１日

至　平成20年９月30日)

前事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

１株当り中間(当期)純利益    

中間(当期)純利益(百万円) 261 201 653

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

261 201 653

普通株式の期中平均株式数
(株)

32,360,60532,092,77732,343,077
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(重要な後発事象)

 

前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(日立化成工業株式会社による当社

株式の公開買い付けについて)

当社は、平成19年12月21日開催の

取締役会において、日立化成工業株

式会社(以下、「日立化成工業」と

いう。)による当社株式に対する公

開買付け(以下、「本公開買付け」

という。)について、賛同の意を表明

することを決議している。

 

記

 

１．公開買付者の概要

(1) 商号

日立化成工業株式会社

(2) 事業内容

エレクトロニクス関連製品・

機能性材料関連製品の製造、販

売

(3) 設立年月日

昭和37年10月10日

(4) 本店所在地

東京都新宿区西新宿二丁目１

番１号

(5) 代表者の役職・氏名

執行役社長　長瀬寧次

(6) 資本金

15,439百万円

(平成19年９月30日現在)

(7) 大株主及び持株比率

(平成19年３月31日現在)

㈱日立製作所 51.13％

日本マスタートラスト
信託銀行㈱(信託口)

4.61％

日本トラスティ・サー
ビス信託銀行㈱(信託
口)

4.27％

日本生命保険(相) 2.02％

第一生命保険(相) 1.45％

ビービーエイチルクス
　エーシーエム　グロー
バル　インベストメン
ツ　グルーバル　グロウ
ス　プール
(常任代理人　㈱三菱東
京UFJ銀行)

1.05％

ピクテ　アンド　シー　
ヨーロッパ　エスエー
(常任代理人　㈱三井住
友銀行資金証券サービ
ス部)

0.97％

――――― ―――――
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前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

野村信託銀行㈱(投信
口)

0.90％

全国共済農業協同組合
連合会

0.83％

ステート　ストリート　
バンク　アンド　トラス
ト　カンパニー　505103
(常任代理人　㈱みずほ
コーポレート銀行兜町
証券決済業務室)

0.82％

(8) 買付者と当社の関係等

①　資本関係

日立化成工業は、当社の発行

済 株 式 総 数 の 5 2 . 5 7 ％

(17,072,340株)(平成19年９月

30日現在)の株式を保有してお

り、親会社である。

②　人的関係

日立化成工業から、取締役２

名の派遣を受けている。

③　取引関係

重要な取引はない。

 

２．本公開買付けの概要

(1) 買付けを行う株券等の種類

普通株式

(2) 公開買付け期間

平成19年12月27日(木曜日)か

ら平成20年２月12日(火曜日)

まで

(3) 買付価格

１株につき705円

(4) 買付価格の算定の基礎

本公開買付けの買付価格705円

は平成19年12月20日までの過去

１ヶ月間の東京証券取引所市場

第一部における終値の平均値に、

37.43％のプレミアムを加えた価

格となっている。

(5) 買付け予定株式総数

当社の発行済株式の全て(日立

化成工業が既に保有している当

社株式及び当社の保有する自己

株式を除く。)

(6) 公開買付け開始公告

平成19年12月27日(木曜日)よ

り

(7) 公開買付け代理人

野村證券株式会社
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前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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３．公開買付けに賛同する理由

当社は、日立化成工業による本

公開買付けについて、慎重に検討

を重ねた結果、平成19年12月21日

開催の取締役会において、本公開

買付けが当社の企業価値最大化

を実現していくための最善の策

であるとともに、当社株主各位に

対して合理的な価格により当社

株式の売却機会を提供するもの

であると判断し、本公開買付けに

賛同する旨の決議をした。その詳

細な理由は以下のとおりである。

現在日立化成工業は、世界的に

高成長が見込まれ、かつ日立化成

工業の技術的な強みが発揮でき

る「情報通信・ディスプレイ」

「自動車」「エネルギー」「ラ

イフサイエンス」の４つの領域

を有望な事業分野として位置付

け、事業の拡大に注力している。

また、同社の企業価値向上のため

には、日立化成グループ内の事業

の相乗効果を最大限に発揮させ

ることが不可欠と考え、事業の統

合やグループ会社間の連携強化

のための施策も鋭意実施してき

た。

当社は、これまで、自動車部品

を主軸とする粉末冶金分野と

カーボン製品を主軸とする化成

品分野を中心に事業を展開して

きたが、近年、日立化成グループ

が特に注力している「自動車」

及び「エネルギー」の各領域に

おける事業の一層の成長と発展

を図るべく、日立化成工業との間

で技術面及び販売面における連

携を進めてきた。日立化成工業で

は、その効果は十分に発揮されて

いると考えているが、いずれの事

業領域も潜在的な成長性の点で

高い魅力を有する一方、世界的な

競争がますます激しくなって行

くことも確実であり、将来に向け

て、日立化成工業と当社が連携を

一層密にし、事業全体の視点に立

ち成長力の向上を図る必要性も

また大きな課題と認識するに

至った。

現在日立化成工業は、当社の発

行済株式の52.57％を保有してい

るが、上記のような認識に基づ

き、日立化成グループの事業の成
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前中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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長を確かなものにするためには、

今回の公開買付けを通じて、日立

化成工業と当社相互の事業の連

携をさらに深め、研究開発から製

造、販売等に至る一連の業務全体

において相乗効果を追求するこ

とが最善と判断した。すなわち、

自動車部品やカーボン製品事業

における日立化成工業と当社の

経営資源をより緊密に連携させ

ることにより、技術力の向上や業

務の効率化等を通してさらに高

度な事業価値が顧客に提供でき、

また、新たな市場を開拓すること

によって、一層の企業価値の向上

が図れるものと考えている。

今後は、日立化成工業及び当社

が保有する優れた技術を各社の

製品開発に応用するとともに、各

社が築き上げてきた幅広い顧客

基盤を相互に活用すること等に

より、事業の相乗効果を高めてい

く。また、当社にとっても、今回の

公開買付けの実施により、日立化

成グループ全体の経営資源の有

効活用により競争力の強化と事

業の拡大が図れるため、企業価値

向上の好機になるものと考えて

いる。

 

４．当社株式の上場廃止の見込み

当社株式は、現在、東京証券取

引所市場第一部に上場している

が、日立化成工業は、本公開買付

けにおいて買付けを行う株券の

数に上限及び下限を設定してい

ないため、応募株券の全部の買付

けが行われることから、本公開買

付けの結果次第では、流動性等に

係る東京証券取引所の上場廃止

基準に従い、本公開買付けの完了

をもって、所定の手続を経て上場

廃止となる可能性がある。また、

本公開買付けの完了時点で、当該

基準に該当しない場合でも、当社

がその後の株式交換により日立

化成工業の完全子会社となるこ

とが予定されているので、上記の

とおり東京証券取引所の上場廃

止基準に従い所定の手続を経て

上場廃止となる見込みである。上

場廃止後は、当社株式に係る株券

を東京証券取引所において取引

することができなくなる。
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(2) 【その他】

該当事項はない。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

 

 
 

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第47期)

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

 
平成20年６月26日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。
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独立監査人の中間監査報告書

 

平成19年12月26日

日立粉末冶金株式会社

執行役社長　藤波　　弘　殿

新日本監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　辻　　　　　幸　　一　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　福　　井　　　　　聡　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている日立粉末冶金株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会

計年度の中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、す

なわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、日立粉末冶金株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年12月21日開催の取締役会において、日立化

成工業株式会社による会社株式の公開買付けについて、賛同の意を表明することを決議している。なお、

日立化成工業株式会社は、当該公開買付け及び株式交換により、会社を完全子会社化する予定であり、そ

の後所定の手続を経て会社株式は上場廃止となる見込である。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

EDINET提出書類

日立粉末冶金株式会社(E01424)

半期報告書

82/87



 
※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。

２　前中間連結会計期間の中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の中間監査報告書

 

平成20年12月24日

日立粉末冶金株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　辻　　　　　幸　　一　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　福　　井　　　　　聡　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている日立粉末冶金株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会

計年度の中間連結会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、す

なわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、日立粉末冶金株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 
※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。

　２　中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
 

EDINET提出書類

日立粉末冶金株式会社(E01424)

半期報告書

84/87



独立監査人の中間監査報告書

 

平成19年12月26日

日立粉末冶金株式会社

執行役社長　藤波　　弘　殿

新日本監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　辻　　　　　幸　　一　　㊞

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　福　　井　　　　　聡　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている日立粉末冶金株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第47期

事業年度の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、日立粉末冶金株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表

示しているものと認める。

 

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年12月21日開催の取締役会において、日立化

成工業株式会社による会社株式の公開買付けについて、賛同の意を表明することを決議している。なお、

日立化成工業株式会社は、当該公開買付け及び株式交換により、会社を完全子会社化する予定であり、そ

の後所定の手続を経て会社株式は上場廃止となる見込である。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。

２　前中間会計期間の中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の中間監査報告書

 

平成20年12月24日

日立粉末冶金株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　辻　　　　　幸　　一　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　福　　井　　　　　聡　　㊞

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている日立粉末冶金株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第48期

事業年度の中間会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、日立粉末冶金株式会社の平成20年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表

示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 
※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。

　２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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